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＜要	
 	
 約＞	
 

	
 筆者は 2007 年より日本企業を対象に，研究開発や製品開発についての調査を行っている。本稿

では，2012 年 11 月に行った「製品開発についての調査」に関して，過去の調査結果との比較を行

い,単純集計の結果を紹介する。設定した 250 項目のうち，2007 年から 2012 年のトレンドが有意と

なったのは，23 項目であった。一方，変化した項目からは，｢自社の技術的な強みの低下｣｢社内で

の情報共有,一貫性の後退｣｢ユーザーとの関係の弱まり｣｢開発プロセスでの情報収集活動の低下｣

などの問題が重要化していることがわかった。	
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１.研究の背景と目的	
 

	
 

	
 本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から市場における製品のパフォーマンスに至る総合的なデ

ータを蓄積し，その変化の動向を把握することを目的としている｡このため，2006年のパイロット調査
を経て,2007 年から継続調査を行ってきた。研究開発,製品開発,二つの調査を行っているが,本稿で紹介
する製品開発調査では,マーケティング・リサーチや開発ツールの利用実態とあわせて，Clark and 
Fujimoto （1991），藤本，安本（2000），川上（2005）などの研究で指摘された日本企業の開発プロセ
スについての特徴も含んでいる。また,近年は，企業内での製品開発だけではなく，ユーザーからのイノ
ベーション（von Hippel 1988，2005），企業外部のサプライヤー，取引先，大学などからの知識を利用
したオープン・イノベーション（Chesbrough 2003，2006；Chesbrough et al. 2006），さらには消費
者を巻き込んだ「共進化マーケティング」（濱岡 2002，2004，2007）といった，よりオープンな製品
開発が注目されている。本調査は，これらの項目を含んでいることも特徴である。昨年までの調査によ

って，20％程度の企業がユーザー・イノベーションを認知していることが明らかとなった（濱岡 2010a，
b，2011a）。 
	
 本稿では，2007年から2012年までのトレンド分析の結果を紹介した後，単純集計の結果をまとめる。
同時に行った「研究開発についての調査」の結果については，濱岡（2013a）を参照されたい。	
 
	
 

	
 

２.調査の概要	
 

1）調査方法	
 

	
 	
 本研究では 2007 年以降，以下のサンプリング方法で調査を行ってきた。つまり，上場製造業につ
いて，ダイヤモンド社の会社職員録より，（1）「商品企画」など部署がある企業を選び，その長を選ぶ。
（2）商品企画などの部署がない企業については，広報部，管理部門など製品開発に関連がありそうな
部署の長を選ぶ。（3）製品開発調査は研究開発調査と比べて回答率が低いため,上記で選ばれていな
い企業については,昨年の送付先を加えた 722 社に送付した（表１）。 
	
 調査時期については開始時期は昨年度同様 11 月中旬とした1｡昨年度調査は年内を締め切りとし

たが,回答率が低かったため,1 月に督促のはがきを郵送した｡このため,2012 年度は締め切りを

2013 年 1 月 9 日とした｡	
 

	
 最終的に 149 名(社)からの回答が得られ,回答率は 20.8%と例年と同じ程度となった（表１参照）。	
 

	
 

2）調査項目	
 

	
 本調査は以下の内容から構成されている。なお,2010 年と 2011 年については,ラディカル･イノベ

ーションについての 30 問程度を設定したが,2 年間で必要なサンプル数が得られたため,今年度は

削除した｡これとあわせて調査票の見直しをおこない,流通経路や取引相手との関係についての設

問,一つの因子にまとまらない変数のいくつかを削除した2｡	
 

 また,2010-11年度については San Francisco State Universityの Sengupta教授と共同でラディカル
イノベーション（Slater et al. 2010）についての項目も設定した。これについては一定のサンプルが集
まったので今年度からは削除した3｡	
 

	
 ・自社について	
 

                                                   
12010 年までは 11 月末に送付していたが,2011 年からは,2 週間程度早めた｡ 
2 下記の設問を削除した｡ 
	
 Q3	
 貴社の当該事業･製品の流通はどのようになっているでしょうか?次の中からあてはまるものす
べてをお選び下さい(○はいくつでも)｡ 
	
 Q4	
 貴社と取引先との関係はどのような状況でしょうか?	
 以下のそれぞれについてお答え下さい｡ 
	
 Q5  製品の特徴についての 3項目｡ 
3自己評価ではあるが，半数以上の企業が 3年以内にラディカル・イノベーションを導入したことがあ
ると回答した。それらは先端的な技術を導入したものであり，顧客や競合の不確実性が高いため，必ず

しも成果には結びついていないことがわかった(濱岡 2012b)。 
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 Q１	
 業種	
 

	
 	
 Q２	
 売上規模	
 

	
 	
 Q16	
 組織文化など	
 

	
 ・環境について	
 

	
 	
 Q4	
 製品の特徴	
 

	
 	
 Q5	
 市場の状況	
 

	
 	
 Q6	
 需要，競合の特徴	
 

	
 ・ユーザーによるイノベーションについて	
 

	
 	
 Q7	
 ユーザーの特徴	
 

	
 	
 Q8	
 ユーザーによるイノベーションの実態	
 

	
 ・製品開発プロセスの実態	
 

	
 	
 Q9	
 市場情報の収集	
 

	
 	
 Q10	
 情報の利用状況	
 

	
 	
 Q11	
 発売した製品の数と成功数	
 

	
 	
 Q12	
 製品開発のきっかけ（本年新設）	
 

	
 	
 Q13	
 開発プロセスでの利用ツール	
 

	
 	
 Q14	
 開発プロセスの特徴	
 

	
 

表 1	
 調査方法	
 

	
 2007 年調査	
 2008 年調査	
 2009 年調査	
 2010 年調査	
 2011 年調査	
 2012 年調査	
 

追 加 ,

変更項

目	
 

	
 ｢開発のきっ

かけ｣につい

ての設問を加

えた｡	
 

ユーザーとの

共同開発につ

いての項目を

追加｡	
 

ラディカル･

イノベーショ

ンについての

設問を追加｡	
 

2010年調査か

ら変更無し｡	
 

取引先,ラデ

ィカル･イノ

ベーションに

ついての設問

を削除｡	
 

調査時

期	
 

2007年 11月

20 日-12 月

20 日	
 

2008 年 11 月

20日-12月 20

日	
 

2009 年 11 月

20 日-12 月 23

日	
 

2010 年 11 月

10 日-12 月 10

日	
 

2011 年 11 月

10 日-2012 年

1 月 20 日	
 

2012 年 11 月

10 日-2012 年

1 月 9 日	
 

発送数	
 商品企画部

門長	
 

	
 319 社(う

ち 70 社は

2006 年回答

者)	
 

関連部門長	
 

	
 293 社	
 

計 612 社	
 

商品企画部門

長	
 

	
 247 社	
 

関連部門長	
 

	
 399 社	
 

計 646 社	
 

商品企画部門

長	
 

	
 260 社	
 

関連部門長	
 

	
 371 社	
 

計 631 社	
 

商品企画部門

長	
 

	
 283 社	
 

関連部門長	
 

	
 328 社	
 

研究開発長	
 

	
 66 社	
 

計 677 社	
 

商品企画部門

長	
 

	
 288 社	
 

関連部門長	
 

	
 226 社	
 

研究開発長	
 

	
 41 社	
 

計 555 社	
 

商品企画部門

長	
 

	
 323 社	
 

関連部門長	
 

	
 285 社	
 

研究開発長	
 

	
 114 社	
 

計 722 社	
 

不到達

数	
 

--	
 --	
 10 社	
 7 社	
 11 社	
 7 社	
 

回答者

数	
 

151 社	
 124 社	
 103 社	
 133 社	
 121 社	
 149 社	
 

回収率	
 24.6%	
 23.4％	
 16.6％	
 19.9%	
 22.2%	
 20.8%	
 

注)調査方法はいずれも郵送法であり,依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した｡	
 

	
 調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である｡実際には返送期限が過ぎても回答頂い

たものも回答者数に含めてある｡	
 

注 2)	
 2011年については,12月 15日時点での回答率が低かった｡このため,未回答の企業に回答のお

願いのハガキを送付した｡	
 

注 3)2012年については,はじめから2ヶ月の調査期間を設定した｡また,サンプル数が少なかったた

め 2011 年の商品企画部門送付先リストも併用した｡	
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３．時系列での変化	
 

	
 以下では，前年との比較が可能な項目については，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の略

号で示す。また，グラフ内の数字は 2011 年「製品開発に関する調査」の結果である4。6 年分のグ

ラフをすべて示すと煩雑になるので,2007,2010,2012 年の結果のみをグラフに表示する｡これまで

の結果については,（馬ら 2008; 尤ら 2009; 濱岡 2010a; 濱岡 2011a; 濱岡 2012a）を参照されたい｡ 
	
 

1）	
 回答企業の業種分布（図１）	
 

	
 業種の分布は比較的安定しており,｢機械｣｢電気機器｣｢化学工業｣｢自動車･自動車部品｣などの割

合が高くなっている。	
 

	
 

注)数字は 2011 年の値｡各年のサンプル数は,特に注がない場合には表 1 に示す通り｡	
 

図１	
 回答企業の業種分布	
 

	
 

2）トレンドの検定方法	
 

	
 回答業種の分布が異なるため，年ごとの平均値をそのまま比較しても，本質的な変化なのか，それと

も業種分布の変化によるのかを判別できない。同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析を行う

ことができるが，6年ともに回答した企業は 1社のみである。このため，昨年同様，業種の違いをコン
トロールするための簡便な手法として業種ダミーを導入した分析を行う。 
	
 ただし,調査の継続にともなってサンプル数が増加し,トレンドが検出される傾向が強くなってきた｡
このため,今年度はさらに,調査年の代わりに 2007 年を基準とした調査年ダミーを用いて同様の推定を行っ

た(ダミー変数モデル)｡AIC によって二つのモデルの適合度を比較し,線形トレンドモデルの方が適合度が高

く,回答年度の係数が 0 という仮説が少なくとも 10%水準で棄却された場合に,トレンドモデルを採用
し,6 年間で増加もしくは減少のトレンドがあると判定する(濱岡 2013)5。ただし，推定されたモデルの

                                                   
4 2006 年のパイロット調査については,(張育菱ら	
 2007;	
 張也ら	
 2007)を参照のこと｡ただし,調査
項目,調査対象が大きく異なる｡ 
5 線形ではなく曲線や,各年度のダミーを定義して，説明変数とすることも可能である。しかし,6年間の
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あてはまりは低いので，他の要因を考慮する必要があることに注意したい6。 
	
 

3)トレンドのある項目	
 

	
 表２には，このようにして推定したトレンド係数の符号と有意水準を示した。本調査では 250 項

目を設定したが，それらのうちトレンド変数が有意になったのは表 2 で+もしくは-の符号がついて

いる 23 項目であった。回答企業は毎年入れ替わっているが,このように安定した結果が得られたこ

とは，単純集計に示すような傾向が日本企業に共通する傾向であることを示唆している。	
 

	
 この表で例えば,＋＋＋とある項目は係数が正で１％水準で有意であったことを示す。以下では,

トレンド係数が少なくとも 10%水準で有意となった項目,つまり+もしくは-がついている項目に注

目して,大まかな傾向を指摘する7｡	
 

	
 

・自社の製品,技術などの強みの低下	
 

	
 ｢他社と比べて製品の品質,機能は高い｡｣｢他社と比べて優れた技術をもっている｣｢他社と比べる

とブランドイメージは高い｡｣｢他社と比べると顧客満足度は高い｣は低下傾向にある｡同様に,｢他社

と比べて革新的な機能,性能をもつ製品が多い｡｣および,新製品の開発数,うち成功した製品の数に

ともに｢(3)これまでにない革新的な製品｣は低下傾向にあり革新的な製品が減少傾向にある｡あわ

せて,｢他社と比べて新製品を早く発売する｡｣というスピードについても低下傾向にある｡	
 

	
 なお,同時に行った研究開発調査では,｢他社と比べて製品の品質,機能は高い｡｣｢他社と比べると

顧客満足度は高い｣は増加傾向にある｡日本企業でも製品開発担当と研究開発担当では評価が異な

るようである｡	
 

	
 

･社内での情報共有,一貫性の後退	
 

	
 「研究開発とマーケティングの両方に通じている者が多い。」｢必要な知識,情報を社内で共有,問

いかけることができるシステムがある｡｣｢製品,価格,広告など一貫性のあるマーケティングを行っ

ている｡｣は低下傾向にある。Clark	
 and	
 Fujimoto	
 (1991),Takeuchi	
 and	
 Nonaka	
 (1986)など，開発

プロセスにおける情報共有,それによる製品の統合度の高さが日本企業の特徴であることが指摘さ

れてきたが，情報共有されにくくなっているようである。	
 

	
 

･ユーザーとの関係の弱まり	
 

	
 外部の知識や資源を活用するオープン･イノベーションや,ユーザーの重要性に注目したユーザ

ーイノベーションが重視されている｡しかし,｢インターネット上でのユーザー間での交流が活発で

ある｡｣｢対面でのユーザー間での交流が活発である｡｣｢ユーザーが実際に新しい製品を実現するこ

とがある｣｢貴社とユーザーのインターネットを通じた交流が活発である。｣は低下傾向にあり,ユー

ザーおよび企業とユーザーとの関係も希薄化している｡これにともなって,｢製品のコンセプトづく

りの段階から消費者,ユーザーに評価してもらう｡｣｢試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確

定する｡｣も低下傾向にある｡	
 

                                                                                                                                                                         
データであり，サンプル数もあわせて 700程度である｡細かい変化を示唆する理論的な背景もないため,
年度とともに減少もしくは増加するという線形トレンドモデルおよび,関数形を規定しないダミー変数
モデルを想定した。 
6回帰分析の場合,多くの変数について R2は 0.1 にも満たない 
7 2010年までの 4年間では,33項目が変化した｡2011年までと比べて,下記の特徴がみられた｡ 
	
 ･売上などの成長鈍化	
 

	
 「売上の成長率が高い。」「革新的な製品が高い利益や売上を挙げている。」ともに低下傾向がみられた｡ 
	
 ･開発プロセスの公式化	
 

	
 「開発の各段階で何をすべきか細かく決められている。」は増加傾向にあり，プロセスの明示化が進んでいることがわ

かる。	
 

･ユーザーとの関係の希薄化	
 

	
 「貴社が組織したユーザー会の活動は活発である。」	
 「製品のコンセプトづくりの段階から消費者,ユーザーに評価し

てもらう。」ともに低下傾向にあり，ユーザーとの関係が希薄化していることがわかる。	
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･開発プロセスでの情報収集活動の低下	
 

	
 市場情報の収集について,｢22.オンライン･コミュニティでの会話のモニター｣は上昇傾向にある

が,｢2.お客様窓口からの情報集約｣｢13.製品コンセプトのテスト(コンジョイント分析など)｣｢14.

実験室での製品テスト(模擬購買などのプリテスト･マーケティング)｣などは低下傾向にある｡同様

に,｢製品を開発する際には事前に多量のニーズ情報を収集しなければならない｣｢製品開発から発

売までのプロセスで,さらに多くのニーズ情報が必要となる｣｢製品を開発する際には事前に多量の

技術についての情報を収集しなければならない｣｢製品開発から発売までのプロセスで,さらに多く

の技術情報が必要になることが多い｣なども低下傾向にある｡開発プロセスで情報を収集しない傾

向が強まっている｡	
 

	
 ｢スペック,仕様などで製品の特徴が十分にわかる製品である｡｣｢ユーザーがカスタマイズするこ

とが容易な製品である｡｣は上昇傾向にある｡一方,｢消費者,ユーザーの好みの変化が激しい｣｢様々

なニーズをもったユーザーがいる。｣は低下傾向にある｡このように技術については高度化が進む一

方で,ユーザーについては静的に捉える傾向が強くなっている｡	
 

	
 また,｢発売した後も,売上目標をクリアしているか追跡調査をする｡｣という事後的なレビューも

低下傾向にある｡	
 

	
 

･研究開発調査との比較	
 

	
 同時に行った研究開発についての調査では，2007 年からの 6 年間でトレンド変数が有意となった

のは 300 項目中 33 項目であった(濱岡	
 2013)｡研究開発調査でも本調査と同様,｢研究開発の困難化｣

｢品質は高まる一方で開発スピードの低下｣など,研究開発が困難になっているといえる｡このように,研究開

発担当と製品開発担当で立場は異なるが,これらの問題を共有していることがわかる｡一方で,前述

のように,｢他社と比べて製品の品質,機能は高い｡｣｢他社と比べると顧客満足度は高い｣については,

研究開発担当者は向上していると評価している｡製品の品質については,研究担当と製品開発担当

では評価が逆になっていることがわかる｡	
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表	
 2	
 6 年間のトレンド係数が有意となった項目	
 

	
 

注)数値は平均値(5 段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡	
 

	
 有意水準については,2007-2012 年の 6 年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果｡	
 

	
 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意	
 	
 ++(--):5%水準で正(負)で有意	
 	
 +(-):10%水準で正(負)で有意	
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４．単純集計の結果	
 

	
 以下では各設問について単純集計の結果を紹介する。前述のようにしてトレンド変数が有意とな

った項目についてはグラフ中に*を表示する。	
 

	
 

1）	
 外部との関係	
 

	
 （1）	
 流通チャネルの利用状況（図２）	
 

	
 この項目については 2012 年度は質問していないので,2011 年の値を図示した｡どのような流通チ

ャネルを採用しているのか	
 について,「貴社→消費者」「貴社→メーカー，官公庁」「貴社→小売→

消費者」「貴社→独立卸→小売→消費者」	
 「貴社→貴社系列卸→小売→消費者」	
 「その他」に分

けて質問した。約半数の企業は「貴社→メーカー，官公庁」という流通チャネルを通じて製品・サ

ービスの販売を行っている。回答企業が主に機械や機器製品といった産業財を扱っているためであ

ろう｡	
 

	
 

	
 

図２	
 流通チャネルの利用状況	
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 （2）取引先との関係（図３）	
 

	
 この項目についても2012年度は質問していないので,2011年の値を図示した｡取引先との関係を 5
段階尺度で回答してもらった。「取引先はほぼ決まった相手である。」「取引先とは長期的・継続的な取

引関係が確立している。」といった取引先との信頼関係の質問については平均値が高いままである。「親

会社や子会社との取引が売上の大きな部分を占めている。」という質問に対しては 2.0 という低い結果
であったことから，グループ内の取引より，外部企業との取引が中心となっている。 

	
 

注)以下,トレンド係数の有意水準を各項目の先頭に併記する｡	
 

	
 ***:1%水準で有意	
 	
 **:5%水準で有意	
 	
 *:10%水準で有意	
 

図３	
 取引先との関係	
 

	
 

2）	
 製品と市場の状況	
 

	
 （1）	
 製品カテゴリの特徴（図 4） 
	
 「部品や素材だけでなく，生産などのノウハウが重要である。」だけでなく「特許の取得や，それに

よる保護が重要な製品である。」も比較的高くなっている｡前者はノウハウなど伝達しにくい知識であり，

情報の暗黙性の高さを示す｡後者は特許によって明示された知識であり,情報の明示性を示す｡これらが
共に高いということは,生産プロセス,製品の機能ともに独自性の保護が重要であることを意味する｡ 
	
 ユーザー・イノベーションを促進するためにツールキットを提供することが重要であると指摘されて

いるが（Von Hippel and Katz 2002），「ユーザーが開発したり，カスタマイズするための情報やツール
は簡単に入手できる。」「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製品である。」はともに平均値が低

くなっており，提供が遅れていることがわかる。 
	
 時系列では「スペック，仕様などで製品の特徴が十分にわかる製品である。」「ユーザーがカスタマイ

ズすることが容易な製品である。」が低下傾向であり,技術的な複雑性が高まっていることが推察される｡ 
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図 4	
 製品カテゴリの特徴	
 

	
 （2）	
 市場の状況（図 5） 
	
 市場の状況については，Porter（1982）の枠組みを参照して市場の変化，競争，供給者，ユーザー・
消費者についての項目を設定した。全体としては，価格競争が激しく，利益を確保するために，新製品

の投入が必要であることがわかる。時系列では｢消費者,ユーザーの好みの変化が激しい。｣｢様々なニー
ズをもった消費者,ユーザーがいる｡｣が低下傾向にある｡実際にそうなのか,それとも消費者やユーザー
の情報を把握していないのかを見極める必要がある｡ 

	
 

図５	
 市場の状況	
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3）	
 競合他社と比べた自社の強み（図 6） 
	
 競合との競争の激しさを意識している企業が多かったが，ここでは競合他社との詳細な比較を行った。

「他社と比べて製品の品質，機能は高い。」「他社と比べて優れた技術をもっている。」「他社と比べると

顧客満足度は高い。」など技術や品質については優位性があると評価している。一方，「他社と比べて新

製品の開発スピードは速い。」「他社と比べて新製品を早く発売する。」などスピードについての評価は

低い｡時系列では,これらの項目はいずれも低下傾向にある。他社と比べた強みの喪失という困難な状況
にある。 

	
 

図６	
 競合他社と比べた自社の強み	
 

	
 	
 

4）	
 情報の収集と利用 
	
 （1）	
 市場情報の収集（図 7） 
	
 「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業，製品のベンチマーク」「顧客の利用／消費現場への訪問，

観察」「お客様窓口からの情報集約」など，日常の業務を通じた活動からの情報収集が行われているこ

とがわかる｡これらに比べると，定量，定性的なマーケティング・リサーチの実施割合は比較的低い。

これは，回答企業の多くが生産財企業であるからだと考えられる。 
	
 時系列では「13.製品コンセプトのテスト（コンジョイント分析など）」｢14.実験室での製品テスト(模
擬購買などのプリテスト･マーケティング)｣が低下傾向にある一方，「22.オンライン・コミュニティでの
会話のモニター」など，比較的低コストで顧客の利用状況などの実態を把握できる方法の実施率が高ま

る傾向にある。 
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図７	
 市場情報の収集	
 

	
 （2）	
 情報の利用，共有（図 8） 
	
 「収集した情報を十分に検討している。」の平均値は比較的高く，収集したデータは一定の利用がさ

れている。情報共有については，自社内，親会社や子会社，他社に分けて質問したが，「企業間の共同

研究によく参加する」は低くなっており，共同研究は他と比べると行われていないことがわかる。時系

列では ,｢親会社や子会社とも情報を共有している｣が高まっている｡オープン･イノベーション
(Chesbrough2003,2006)が注目されるが,それとは逆の傾向である。 

	
 

図８	
 情報の利用，共有	
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5）	
 製品開発 
	
 （1）	
 新製品の開発数（図 9－a，b） 
	
 新製品の開発数について，総数および，新製品の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，アイ

テム追加など」「大規模なモデルチェンジ，新ブランドの追加など」「これまでにない革新的な製品」に

分けて回答してもらった。 
	
 1社当りの新製品の総数の平均は 75.8である。「これまでの製品の改良，アイテムの追加など」が 55.5
であるのに対して，「大規模なモデルチェンジ，新ブランドの追加など」は 15.3，「これまでにない革新
的な製品」は 1.5となっており，革新的な製品の開発の難しさがわかる。また，それぞれのうち成功し
たものの数は，発売したものの四分の 1にも満たないことがわかる。 
	
 「これまでにない革新的な製品」投入数，成功数とも減少傾向にあり，革新的な製品を投入すること

自体が困難となっていることがわかる。 

	
 

図９－a 新製品の開発数	
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 注)無回答があるため,項目によってサンプル数は異なる｡	
 	
 

図９－b	
 新製品の成功数	
 

	
 

	
 （2）	
 製品開発のきっかけ（図 10） 
	
 2008年以降，新製品開発のきっかけについて質問している。「消費者，顧客ニーズの変化，それへの
対応」「競合相手への対抗」「消費者，顧客からの要望／提案」「営業／販売現場からの要望」などが特

に高くなっており，開発者以外からの要望が開発のきっかけとなることが多いようである。 
	
 一方，「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が低い

ことから，開発はこれらの環境の変化や社内外の要請に対応するために行われるわけではないことがわ

かる。また，「社内での公募など公式な提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提案」の両項目

が低いことから，社内での新製品への提案活動はあまり活発ではないことがわかる。これらについては,
時系列での変化はみられない｡ 

	
 
図 10	
 製品開発のきっかけ	
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 （3）	
 導入されている製品開発のツール（図 11） 
	
 製品開発がどのように行われているかを知るために，用いるツールについて質問した。「CAD（コン
ピュータによる設計）」「CAE（コンピュータ上での試作，シミュレーション）」が半数もしくは 4 割以
上の企業で用いられていることから，情報システムに移行する部分もあると考えられる。ただし，「試

作品の作成による外観などのチェック」「試作品の利用による問題発見」は 7 割程度で行われており，
情報化は進んでいるが，試作品も重要であることがわかる。時系列では,「遠隔会議システム」の利用は
増加傾向にあり，これらインフラの導入が進みつつある。 

	
 

図 11	
 導入されている製品開発のツール	
 

	
 （4）	
 製品開発のプロセス（図 12－a，b） 
	
 製品開発プロセスについては，開発の進め方，開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況，開発

のための組織（メンバーの役割分担やリーダー），手順，期限や目標の設定などについて質問した。 
	
 Clark and Fujimoto（1991）は日本の自動車企業の開発体制の特徴として，複数の作業が並行して行
われる「コンカレント開発」，メンバーが複数の機能を果たす｢多重の役割分担｣，多岐にわたる分野に

ついての知識と権限をもつ「重量級プロジェクト・リーダー」などを挙げている。「開発は様々な作業

を並行して進める。」「プロジェクトメンバーは複数の役割を果たしている。」が高くなっており，同時

に複数の作業が進められ，かつ一人が複数の役割を果たすというコンカレント型の開発が行われている

ことがわかる。一方，「リーダーは開発から発売に至るまでの多様な分野の知識を持っている。」と比べ

ると，「リーダーは開発から発売に至るまで責任と権限を持っている。」は低くなっており，権限は比較

的与えられていないようである。「開発の初期段階から生産計画も考慮する。」「開発の初期段階からマ

ーケティングや販売計画も考慮する。」というフロントローディング型の開発（Thomke and Fujimoto 
2000）であることもわかる。ただし,｢研究開発とマーケティングの両方に通じている者が多い｡｣の平均
値は低いだけでなく,時系列でも低下傾向にある｡これら日本企業の開発の特徴,強みが失われつつある｡ 
	
 「売上や利益などの目標を明確に定める。」だけでなく「発売した後も，売上目標をクリアしている

か追跡調査をする。」といった形で発売後についてもフォローしている。ただし，「発売した後も，定期

的に広告などの追跡調査をする。」の平均値は低くなっており，最終的な目標についてはフォローして

いるものの，それに至るマーケティング・ミックスレベルでの追跡が行われていないことがわかる。 
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 「試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確定する。」と比べて「製品のコンセプトづくりの段階

から消費者，ユーザーに評価してもらう。」は低くなっており，早期からの顧客参加はまだ実施割合が

低いことがわかる。時系列でもユーザーとの関係は希薄化しており,これも外部を活用するというオープ
ン･イノベーションやユーザー･イノベーションとは異なる傾向である｡ 

	
 
図 12－	
 a	
 製品開発のプロセス(その 1)	
 

	
 

図 12－	
 b	
 製品開発のプロセス(その 2)	
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 6）	
 ユーザーおよびユーザー・イノベーション（表 3，図 13） 
	
 von Hippel （1988）は，科学計測機器や産業財について，ユーザー企業がイノベーションの源泉と
なっていることを示した。その後，オープンソース・ソフトウエアやスポーツなど，より一般的なユー

ザーがイノベーションの源泉となることが示されている（von Hippel 2005）。 
	
 ユーザー・イノベーションの発生について,「（貴社の業界では）ユーザーが実際に新しい製品を実現
することがある。」と，別の設問として，「Q9	
 貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーシ
ョンの源泉となったりすることはありますか?」という設問を設定した(表 3)。 
	
 それぞれ 5 段階であるが，業界で広く考えると 2 割弱，自社の顧客に限定しても 10％以上がユーザ
ーによるイノベーションの発生を認知している。 
 

表 3	
 ユーザー･イノベーションの発生に関する設問	
 
(a)ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。	
 

	
 	
 

1.まったくそ

うではない	
 

2.そうでは

ない	
 

3.どちらと

もいえない	
 

4.そうであ

る	
 

5.まったく

そうである	
 4+5	
 N	
 

2007	
 10.0	
 	
 34.7	
 	
 34.0	
 	
 19.3	
 	
 2.0	
 	
 21.3	
 	
 150	
 

2008	
 9.8	
 	
 26.0	
 	
 43.9	
 	
 18.7	
 	
 1.6	
 	
 20.3	
 	
 123	
 

2009	
 13.6	
 	
 35.0	
 	
 35.9	
 	
 14.6	
 	
 1.0	
 	
 15.6	
 	
 103	
 

2010	
 14.7	
 	
 33.3	
 	
 27.9	
 	
 21.7	
 	
 2.3	
 	
 24.0	
 	
 129	
 

2011	
 13.2	
 	
 36.4	
 	
 28.1	
 	
 21.5	
 	
 0.8	
 	
 22.3	
 	
 129	
 

2012	
 16.8	
 34.9	
 26.8	
 19.5	
 2.0	
 21.5	
 149	
 

全体	
 12.9	
 33.9	
 32.3	
 19.2	
 1.7	
 20.8	
 781	
 

	
 

(b)貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーションの源泉となったりすることはありますか?	
 

	
 	
 

1.まったくそ

うではない	
 

2.そうでは

ない	
 

3.どちらと

もいえない	
 

4.そうであ

る	
 

5.まったく

そうである	
 4+5	
 N	
 

2007	
 33.1	
 	
 28.5	
 	
 30.4	
 	
 7.3	
 	
 0.7	
 	
 8.0	
 151	
 

2008	
 14.5	
 	
 36.3	
 	
 33.1	
 	
 15.3	
 	
 0.8	
 	
 16.1	
 124	
 

2009	
 17.5	
 	
 42.7	
 	
 28.1	
 	
 10.7	
 	
 1.0	
 	
 11.7	
 103	
 

2010	
 15.8	
 	
 39.1	
 	
 31.6	
 	
 9.8	
 	
 3.8	
 	
 13.6	
 133	
 

2011	
 14.0	
 	
 52.1	
 	
 25.7	
 	
 6.6	
 	
 1.7	
 	
 8.3	
 133	
 

2012	
 24.8	
 43	
 19.5	
 9.4	
 2.7	
 12.1	
 149	
 

全体	
 20.6	
 41.7	
 26	
 9.7	
 1.8	
 11.8	
 781	
 

*)2007 年は,具体的にどのようなイノベーションかを記述してもらった｡	
 

	
 

	
 実際，「優れた知識を持つユーザーが多い」「優れた技術をもつユーザーが多い」「極めて先進的なニ

ーズをもつユーザーがいる」など，ユーザーへの評価は比較的高くなっている。「ユーザーに新製品の

発売や使い方などについての情報を提供している」「ユーザーに製品の技術を提供している」など，自

社からユーザーに与えるだけでなく，「ユーザーからの苦情や喜びの言葉が伝えられることが多い」「ユ

ーザーからの新しい製品についての提案が多い」も高いことから，自社とユーザーとが相互作用してい

ることがわかるさらに，「ユーザー間での交流」「貴社とユーザーとの交流」ともにインターネットより

も，対面での交流が活発であることわかる。このように多様な主体が「共進化」していることがわかる

（濱岡 2002，2004，2007）。 
	
 なお，「ユーザーに開発ツールを提供している」は低くなっていることから，ツールキットの自社ユ

ーザーへの提供は遅れているようである。さらに，2009 年から製品開発への顧客参加についての設問
を追加した。それぞれ平均値は高くはないが，「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが

多い」は増加傾向にある。 
	
 ただし,時系列では｢製品のコンセプトづくりの段階から消費者,ユーザーに評価してもらう｡｣｢試作品
をユーザーに使ってもらって仕様を確定する｡｣とも低下傾向にある｡前述のように,ユーザーの多様性,
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ニーズ変化についても低下傾向にあったことから,ニーズの多様性や変動が少ないため,ユーザーや消費
者の開発への関与度を低下させているのかも知れない｡ 

	
 

注)	
 ｢ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い｣｢ユーザーや顧客と共同で製品開

発することが多い｣は,2009 年から設定した項目である｡	
 

図 13	
 ユーザーおよびユーザー･イノベーション	
 

	
 

7）	
 企業理念や組織文化（図 14） 
	
 企業全体について，リスク志向，社内での公募，マーケティング行動や顧客対応の一貫性，グループ

企業，経営の方向性とその共有，長期的志向，社内でのコミュニケーション，社会への貢献，社会から

の信頼について回答してもらった。 
	
 「経営の方向性をトップが明確に示している。」「経営の方向性を社員が意識している。」がともに高

くなっている。日本企業の特徴として，本部の戦略の不在と現場の強さが指摘されるが，ここでの結果

はそのような見方に疑問を投げかける結果である。加護野ら（1983）は日本企業の特徴として集団志向
によるコンセンサス重視を指摘した。ここでも「組織の調和，コンセンサスが重視されている。」が高

くなっているが，「個人の主体性が重視されている。」も比較的高くなっており，単に集団志向であるの

ではなく，社員個人の能動性が重視されていることがわかる。 
	
 また，「貴社は顧客や取引先から信頼されている。」「貴社は社会からも尊敬されている。」の 2項目の
平均値は高く，自社を信頼されている企業であると評価していることがわかる。 
	
 時系列では「製品,価格,広告など一貫性のあるマーケティングを行っている｡｣｢必要な知識,情報を社内
で共有,問いかけることができるシステムがある｡｣｢貴社は顧客や取引先から信頼されている。」が低下傾
向にある。 
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図 14	
 企業理念や組織文化	
 

	
 

8)製品開発ツールの利用による企業の分類とパフォーマンス	
 

	
 濱岡(2013b)では,製品開発ツールの利用パターンによって企業を分類し,製品開発の成果との関
係を分析したので,これについても紹介しておこう｡	
 

	
 情報システム導入に伴う企業の生産性へのインパクトについては,企業(Brynjolfsson	
 and	
 Hitt	
 

2003	
 ;Brynjolfsson	
 2004),工場(Bartel	
 et	
 al.	
 2007),個人(Aral	
 et	
 al.	
 2012)などいくつかのレ

ベルでの分析が行われている｡これらは,情報投資に注目しているが,情報システムの用途は多様で

ある｡また,情報投資が必ずしも必要のない企業も存在する可能性がある｡	
 

	
 ここでは,製品開発に注目し,以下の点を明らかにすることを目的とする｡(1)情報システムだけ

でなくブレーン･ストーミング,品質表,試作品なども含めたツールの利用状況を把握,分類するこ

と｡(2)これらツールの利用パターンに影響を与える要因を分析すること｡(3)これらが製品開発の

パフォーマンスに与える影響を分析すること｡	
 

	
 図７に示したように,製品開発ツールとして,情報システムのみならず,ブレーン･ストーミング,

品質表なども含めて利用状況を質問した｡これらの相関係数を算出したところ,いずれも正であり,

情報システムが導入されても既存の手法が用いられなくなるわけではないことがわかった｡このた

め,利用しているツールの組み合わせの類似性に基づいて非階層型クラスタ分析を行った(表 3)｡ク

ラスタ数5とすると各クラスタの特徴が以下のように明確になった｡(1)から(5)になるほど,積極的

に製品開発のツールを利用している｡	
 

	
 (1)ツール利用せず	
 

	
 (2)古典的手法活用	
 

	
 (3)CAD+古典的手法	
 

	
 (4)CAD/CAE,遠隔会議と古典的手法	
 

	
 (5)全体的に積極的に利用	
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表 4	
 製品開発ツールの利用状況によるクラスタと開発成果	
 

　　クラスタ名

利用しているツール

1)ツール
利用せず

2)古典的
手法活用

3)CAD+
古典的手
法

4)CAD/
CAE,遠隔
会議と古
典的手法

5)全体的
に積極的
に利用

全体平均

1.CAD(コンピュータによる設計) 40% 0% 100% 96% 95% 63%
2.CAE(コンピュータ上での試作､シミュレーション 17% 6% 27% 86% 85% 42%
3.ブレイン･ストーミングなどの発想法 18% 69% 76% 35% 93% 57%
4.創造性支援システム 2% 2% 1% 4% 9% 3%
5.プロジェクト管理ツール 21% 24% 10% 17% 86% 33%
6.品質表 21% 34% 23% 30% 84% 38%
7.試作品の作成による外観などのチェック 25% 89% 91% 74% 91% 70%
8.試作品の利用による問題発見 17% 88% 89% 83% 92% 72%
9.情報共有のための情報システム 20% 30% 22% 33% 85% 38%
10.遠隔会議システム 17% 32% 17% 78% 83% 48%
新製品開発スピード 8.5 8.8 8.9 8.8 9.1 8.8
製品の品質** 7.1 7.1 7.3 7.3 7.4 7.2
製品の革新性*** 6.0 6.2 6.5 6.3 6.6 6.3
企業数 176 161 116 162 168 783 	
 
注)***:1%水準で有意	
 	
 **:5%水準で有意	
 	
 *:10%水準で有意	
 

	
 

	
 これらと製品開発パフォーマンスとの関係を把握するために,クラスタ毎に製品開発成果指標を

従属変数とした回帰分析を行った｡分析は｢開発スピード｣｢製品の革新性｣｢製品の品質｣について行

ったが,紙幅の制約があるため,｢製品の革新性｣の結果のみを示す｡	
 

	
 ここでは,図表	
 4 の説明変数に加えて,製品開発の入力となる｢技術資源｣｢市場情報｣,さらに日本

企業の製品開発の特徴である｢重量級のリーダー｣｢コンカレント型開発｣を加えた｡	
 

	
 ｢技術的資源｣は,いずれのクラスタでも正で有意となっており,革新的な製品をつくるためには

必須の条件であることがわかる｡これ以外については,クラスタによって有意となる変数が異なっ

ており,製品開発ツールの利用パターンによって,新製品の革新性の規定要因が異なることがわか

る｡｢(5)全体的に積極的に利用｣クラスタでは,他のクラスタと比べて｢技術的資源｣のt値も大きく,

｢市場情報｣も正で有意となっている｡積極的に製品開発ツールを利用することによって,これら製

品開発への入力が効率的に成果へと変換されていると考えられる｡	
 

	
 一方で,情報システムよりは｢ブレーン･ストーミング｣｢試作品｣などを利用する｢(2)古典的手法

活用｣クラスタにおいても,これらはともに正で有意となっている｡このクラスタでは｢迅速な対応｣

｢リスク志向｣も正で有意となっており,情報ツールに依存するのではなく,迅速にリスクを受容し

て行動することによって,革新的な新製品を投入しているものと考えられる｡	
 

	
 情報ツールを積極的に利用している企業だけでなく,古典的なツールを中心に利用している企業

でも,効率的に自社の技術資源と市場情報を統合して革新的な製品に結びつけていることがわかっ

た｡情報化は,各企業の外部要因,企業要因を考慮して進める必要があるといえる｡	
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表	
 5	
 製品の革新性の規定要因	
 

従属変数

クラスタ番号
切片
開発への 技術資源
入力 市場情報
外部環境要因 需要の変化

競争
企業の内部要因情報共有

迅速な対応
リスク志向
戦略の明示
戦略ー行動の統合
信頼

製品開発 製品開発プロセス公式化
プロセス 重量級リーダー

コンカレント

1)ツール
利用せず

t値
1.38
7.46

-1.63

1.69
1.89

1.55

製品の革新性
2)古典的
手法活用

t値
0.05

*** 7.12
2.15
-1.77

-1.52
* 1.83
* 2.66

1.95

製品の革新性
3)CAD+
古典的手
法
t値
-2.25

*** 7.23
**
*

*
*** 3.01

*
2.60
2.39

4)CAD/
CAE,遠隔
会議と古
典的手法t値

** 1.40
*** 6.19

3.32
-2.74

2.45
***

2.38
**
**

5)全体的
に積極的
に利用
t値
-0.95

*** 9.05
2.47

***
***

1.75
**

1.50
1.90

** 1.42

-1.57

***
**

*

*

R2 R2
修正R2 修正R2

0.388
0.370

0.474
0.443

0.557
0.533

0.421
0.390

0.524
0.497 	
 

注)	
 有意水準を 15%としたクラスタ別のステップワイズ回帰の結果(推定値の t 値)｡業種ダミーな

ども投入したが紙幅の制約上,省略する｡	
 

	
 ***:1%水準で有意	
 	
 **:5%水準で有意	
 	
 *:10%水準で有意	
 

	
 

5.	
 まとめ	
 

	
 本稿では，2012 年 11 月に行った「製品開発についての調査」に関して，2007 年からのトレンド

の有無を検定し,単純集計の結果をまとめた。まず，回答企業の分布などが異なり，6 年とも継続し

て回答した企業は 1 社であるにも関わらず，設定した 250 項目のうち，有意なトレンドがあったの

は 23 項目のみであった。このことは，ここに紹介した結果が広く日本企業に共通する傾向である

ことを意味している。	
 

	
 一方，変化した項目からは，｢自社の技術的な強みの低下｣｢社内での情報共有,一貫性の後退｣｢ユ

ーザーとの関係の弱まり｣｢開発プロセスでの情報収集活動の低下｣などの問題が重要化しているこ

とがわかった。厳しい環境の下で，情報共有，柔軟な開発プロセス，優秀なユーザーとの連携とい

った日本企業の強みであった特徴が失われつつあるのかもしれない。	
 

	
 なお,本稿では紹介しなかったが,時系列変化については,2007 年からの 5 年間で分析を行った場

合と,6 年間で行った場合では検定結果が異なるものもあった｡これについては,さらに継続するこ

とによって,本質的な変化か否かを見極める必要がある｡	
 

	
 また,項目毎に検定を行ったが,5 段階尺度の項目については,例えばリード･ユーザーという概念

を測定するために,｢優れた知識を持つユーザーが多い｣｢優れた技術をもつユーザーが多い｣｢極め

て先進的なニーズをもつユーザーがいる｡｣の3項目を設定してある｡今後,概念レベルでの変化につ

いても検証したい｡さらに,製品開発パフォーマンスの規定要因についての分析や，財務データと関

連づけた分析も行う予定である。	
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